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環境税等のグリーン税制に係るこれまでの議論の整理 

 
平成 20 年 11 月 17 日 

 
中央環境審議会 総合政策・地球環境合同部会 

グリーン税制とその経済分析等に関する専門委員会 
 

本専門委員会においては、国全体を低炭素化へ動かしていくための重要な仕組みとし

て、環境税等のグリーン税制に関し、広く調査・分析を重ねてきた。 
（別添 委員名簿、開催の趣旨・調査事項、審議経過 参照） 
今般、環境税等のグリーン税制を検討する際に論点となる下記の６つの事項について、

本専門委員会における議論を整理した。 
環境省や関係機関、国民各界各層における判断の材料として活用されるよう期待し、

公表する。 
 

１．地球温暖化対策全体の中での具体的な位置付け 

 
○ 京都議定書約束との関係 

（我が国の温室効果ガス排出量の速報値・確定値を見つつ、京都議定書目標達成計画

は年に２回進捗管理） 
○ 中期目標・長期目標との関係 
 

今後、相当な量の温室効果ガスの削減が必要であることを考えると、地球温暖化対

策の中で環境税導入に向けた議論を積極的に進めていくべき。 
 
・2007年度の温室効果ガス総排出量（速報値）は基準年（1990年）比8.7％増。京都

議定書削減約束期間の2008年から2012年の平均でマイナス６％まで削減しなけれ

ばならず、森林吸収源対策（3.8％削減）、京都メカニズム（1.6％削減）を見込んで

もなお、2007年度から9.3％削減しなければならない。「京都議定書目標達成計画」

（平成20年３月28日閣議決定）の進捗管理をしながら、広く各界各層において、環

境税の議論を深め、その導入に向けた歩みを進めていくべきである。 
 

 ・さらに、将来を見通し、2050年までの長期目標との関係を見ると、「低炭素社会づ

くり行動計画」（平成20年７月29日閣議決定）において、温室効果ガス排出量の60％
から80％削減に向けて、環境税も実効的な仕組みの有力な候補と位置づけられてい

る。中期目標との関係では、来年どういう目標を掲げるかという中で、環境税の考

え方を一層大きく組み込むことについて、積極的な検討が必要である。 
 

・なお、こうした流れを前提とすれば、後述のとおり、揮発油税等の暫定税率の水準

を引き下げることは二酸化炭素（以下CO２と略記）を増やすこととなるので、税率

を引き下げるべきではないということも、環境税の議論として提唱すべきである。 
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○ 地球温暖化対策全体の中での位置付け 

（産業、運輸、家庭・オフィス等における他の対策（排出量取引制度等）との関係（公

平性、効率性、確実性等）） 
 

環境税は、広く社会全体の意識・行動を変革する契機となり、環境税を含んだ形の

様々な地球温暖化対策を総動員することにより、自主的取組、規制、経済的手法等

が互いに補強し合いながら、あらゆる部門・事業者が何らかの形で政策的にカバー

されるような工夫を行うことが必要である。 
 
・「京都議定書目標達成計画」に基づく、自主的手法、規制的手法、経済的手法、情報

的手法などあらゆる政策手法を総動員することが必要である。それらのポリシーミ

ックスの最適な在り方については、本計画の対策・施策の進捗状況及び目標達成の

如何を見極めつつ、速やかに総合的検討を行っていく必要があるが、環境税といっ

たグリーン税制や排出量取引といった市場ルールの改善がその一翼を担うことは極

めて重要である。 
 
・すなわち環境税や排出量取引制度等の経済的手法については、ポリシーミックスの

考え方に沿って、排出削減効果の最大化を図りつつ、国民負担や行財政コストを極

力小さくすることができるよう、活用すべきである。 
 
・環境税は、幅広い部門・事業者に対して公平に課税することができ、あらゆる主体

の経済合理性に沿った排出抑制等の行動を誘発する仕組みである。一方、排出量取

引制度は、排出量の多い部門・事業者を対象とし、また、排出量全体を短期的にコ

ントロールする有効な手段と言える。この二つの政策手法は、代替的というよりも

相互に補強、補完の関係にある。諸外国でも、先ず幅広い部門・事業者に対して環

境税制を課すとともに、特にエネルギー多消費産業などについて、排出量取引制度

の対象とし、あらゆる部門・事業者が何らかの形で政策的にカバーされるような組

合せ、調整の工夫を行っている例が少なからずある。 
 
 ・また、環境税は、排出量の小さな部門・者にも適用が可能であり、我々の日常の生

活様式を少しずつ変えていくために非常に適した手段である。特に CO２排出の伸び

が著しい家庭・オフィス等の民生部門対策として、消費者がどういうものを買えば

よいか、あるいはどういう行動をとれば、より低炭素社会に近づけるのかというこ

とを考える上で良い契機となる。 
 
 ・なお、環境税は、環境資源の消費、利用への課税を指す用語と言えるが、本報告で

は、特に、CO２の排出量又は化石燃料の消費量に応じて課税するものを指して用い

ている。環境税は、市場ルールに環境利用コストを織り込むことで、そうでない場

合に比べ、環境資源の浪費を防ぐことを意図している。 
    環境関連税制の大宗は既存エネルギー税制であって、エネルギー利用に課税する

ことで、結果的に環境税と類似の効果を発揮するものである。税制のグリーン化と

は、エネルギー課税のみならず広く各種の税制度の中でそれぞれの本来の目的達成
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を図りつつも、CO２を出す人が負担をし、CO２を出さない努力をする人の負担が軽

くなる税制に向けた改革を行うことを指している。環境税の導入は、税制のグリー

ン化の、いわばその徹底した姿とも言えよう。以下では、このような意味で、環境

税等の用語を用いているが、税率を炭素比例にするという意味で純粋な環境税を指

す場合に、炭素税という用語を用いている場合もある。 
 
 

２．現在の経済状況下での課税の効果 

 
○ 原油価格の高騰等の経済の前提条件が変化している中での環境税の今日的な意

義・役割  
 ：価格インセンティブ効果 

（より排出量の少ない設備や機器などへの代替や、化石燃料の使用等の削減、省エ

ネ技術の研究開発等を促す） 
：財源効果 

（税収を温暖化対策の財源として活用） 
：アナウンスメント効果 

（将来の環境税の導入が広く認識されることにより、また、国民一人ひとりが税の

負担を感じることにより、温暖化対策の必要性が認識されることで対策が普及） 
 

：価格インセンティブ効果 
 

原油価格の高騰等の経済の前提条件が変化している中、エネルギー価格上昇によ

る化石燃料消費の減少に伴う CO２排出削減のインセンティブ効果を見ることがで

きた。 
 
・日本のエネルギー需要の価格弾力性（価格の変化に伴う需要の変化）の値について、

把握できる限り最新の 2006 年までのデータを用いて推計した。結果は、産業部門

では、長期の弾力性が他の部門と比べて一番大きく、短期は相対的に小さい。これ

は、長期的な設備更新に際して、エネルギー効率の高いものを入れて対応するため

である。一方、家庭部門は、短期的に対応することが分かった。運輸・業務部門に

おいても、長期的にかなりの効果が期待できる。 
 
・最新のエネルギー需要の価格弾力性の推計を基に、2009 年から炭素トン当たり１万

円の炭素税を導入すると仮定し、価格効果を試算したところ、2020 年に対成り行き

ケース（以下 BaU と表記）比４%程度の削減効果の試算が得られた。昨年の環境省

案の炭素トン当たり 2,400 円の環境税では、長期的に対 BaU 比１%程度の削減効果

が試算され、財源効果の試算分（後述）を上乗せすると、長期的に合計で５％程度

の削減効果を持つ。 
 
・環境税でインセンティブ効果を特に発揮するのは、国民一人ひとりが関与する消

費・下流段階であると考えられるため、消費者に広く浸透する仕組みが必要である。



 

4 
 

他方で、徴税事務・コストなどの問題がある。具体的には、下流で環境税を導入す

ると、課税ポイントと還付ポイントが一致するという利点があるが、課税漏れ、課

税逃れの可能性があり、また、かなりの徴税コストがかかると想定される。一方、

上流で課税する場合は、仮に政策的に還付を行おうとすると、納税者と還付対象者

が異なるという問題、還付対象者と還付非対象者とをどう区別するのかという問題

が発生する点に留意が必要である。これまでの環境省案の上流・下流での課税を組

み合わせるという考えも、１つの案である。制度設計に当たっては、価格転嫁の容

易さなども勘案しつつ、効果とコストのバランスを比較検討の上、具体化を図るべ

きである。また、上流での課税とする場合には、価格インセンティブ効果が働くよ

う、円滑に価格転嫁できる仕組みを工夫すべきである。 
 

：財源効果 
 
 
 

 
 
・2009 年から、昨年の環境省案の炭素トン当たり 2,400 円の環境税の税収と同規模の

財源が温暖化対策に使われる場合を想定し、長期エネルギー需給見通しに示された

対策が補助金を受けて導入促進されると仮定し、財源効果を試算した。その結果、

2009 年から 2012 年の平均で 510 万 CO２トン（対 BaU 比 0.43%）の削減、また、

環境省案のとおり、大口排出者が削減努力をした場合には 8 割軽減とするなどの軽

減措置を導入し税収規模を減らし、それに応じた補助規模とすることとした場合は、

420 万 CO２トン（対 BaU 比 0.36%）の削減、さらに、ガソリン、軽油等への適用

を停止した場合は、同様に 370 万 CO２トン（対 BaU 比 0.31%）の削減効果が試算

された。また、2020 年には、軽減措置を導入せず、税収に見合う補助を行った場合

は、5,000 万 CO２トン（対 BaU 比 4.4%）の削減効果の試算が得られた。 
 
・環境税の税収の使途として、温暖化対策のための設備投資とすることのほか、自動

車税のグリーン化を始めとした個別税制のグリーン化、低炭素都市・地域づくりな

どの他の様々な対策を盛り込んで、より低い税率であっても、経済影響を緩和しつ

つ、効果を上げる、といった仕組みも考えるべきである。 
 
・なお、財政の観点からは、環境税収を環境目的で使うということをあらかじめ決め

ずに、原則として、税と補助金の問題は別々に考えた上で、環境目的への活用可能

性について、考えるべきである。このように考えたとしても、結果として、環境利

用に低率の課税がなされ、環境を守ることに対して経済的支援が行われるという組

み合わせで政策が実施される場合には、低率の課税のみの場合や、補助金のみの場

合に比べ、一層大きな削減が、しかも全体としてより少ないコストで達成できると

見込まれる（「二成分手法（Two-Part Instrument）」と言われている。）。 
 
・さらに、安定供給と環境への配慮を目指したエネルギー対策としての財源確保のた

めの課税、という考え方もあり得る。 
 

税収を温暖化対策の費用に充てる、又は温暖化対策に係る減税に活用する場

合、CO２削減に関し大きな効果が見込める。 
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：アナウンスメント効果 

 
 

 
 
・アナウンスメント効果が期待できるのは、炭素の価格が「目に見える」場合である。

炭素税を導入すれば炭素１トンの排出コストが明らかとなり、様々な経済主体は、

それが現在の値だけでなく、将来どうなるかということを見通して動く。今後長期

のことを考えれば、炭素価格の「見える化」というような制度をつくることが必要

である。 
 
・イギリスにおいては、ケンブリッジ・エコノメトリクスが、気候変動税を評価し、

価格効果のみならずアナウンスメント効果について言及している。具体的には、

1999年の予算書で、2001年導入の気候変動税について告知され、そのアナウンスメ

ント効果が早くも2000年に現れた、とされている。 
 
・さらに、例えばイギリスの気候変動協定においては、気候変動税と相まって協定が

認知されることの効果が指摘されている。イギリスのレポートでは、気候変動協定

上の目標がほとんどの産業で達成され、さらに超過達成が見られている理由として、

こうした認知効果の存在を挙げている。政府と排出削減目標等の協定を結ぶことを

通じて、排出削減機会に関する真剣な検討が行われ、一種の学習過程が働き、目標

超過達成につながったとされており、このような取組も参考の上、制度設計すべき

である。 
 
○ 原油価格の高騰等に伴うエネルギー価格と消費の動向 

（短期（近年の価格の高騰、揮発油税等の暫定税率失効後等）と長期の動向） 
 

 
 
 
・ガソリン価格については、1998 年度の１リットル当たり 97 円から、2007 年度には

146 円となっている。販売量については、2004 年度の 6,148 万キロリットルをピー

クに、2005 年度から減少傾向にある。軽油についても、価格の上昇といわば反比例

して、消費量が 1996 年度をピークに減少傾向にある。 
 
・ガソリンについて、特に、暫定税率の失効に伴い価格が約 25 円（実際には全国平

均で 153 円から 131 円へ）下がった本年４月の月間販売量は、年々消費量が減って

いる中で、対前年同月比 17％増となり、CO２排出量が約 200 万トン増加した。ま

た、軽油においても同様の傾向が見られた。３月の買い控えや４月の駆け込み需要

といったバイアスが存在するものと考えられるが、価格が需要に大きな影響を与え

ている。これは、一般消費者を対象としたガソリン及び軽油価格の変動に対する消

費行動等の変化に係るアンケート調査結果においても示唆された。 
 

将来における環境税の導入による CO２排出のコストの予測ができれば、アナウ

ンスメント効果が見込める。 

最近の国内の経験から見て、エネルギー価格の変化は消費に確実な影響を与え

ている。 
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・IEAのエネルギー価格予測は、強含みであるが、国内エネルギー価格は、世界的な

エネルギー需要、省エネの動向、為替レート、金融市場の動向等の様々な要因が影

響するため、一方向的な予見は容易でなく、環境税を通じた政策メッセージの発出

の有用性は変わらない。 
 

 

３．国民経済や産業の国際競争力に与える影響 

 
○ 現下の経済状況を踏まえた、国民経済や産業への影響 

（景気、雇用、賃金、家計への影響） 
○ 国際産業競争力への影響、炭素リーケージの可能性 

 
：マクロ経済への影響 
 
・2009 年から、昨年の環境省案の炭素トン当たり 2,400 円の環境税の税収と同規模の

財源が温暖化対策に使われる場合を想定し、長期エネルギー需給見通しに示された

対策が補助金を受けて導入促進されると仮定し、課税と補助との組み合わせによる

経済影響を試算した。その結果、GDP への影響について、2009 年から 2012 年の

平均で、BaU 比 0.055%分減とわずかながら減少となると推計された。また、環境

省案のとおり、大口排出者が削減努力をした場合には 8 割軽減とするなどの課税及

び補助の程度を軽減した場合の GDP は BaU 比 0.042%分減、さらに、ガソリン、

軽油等への適用を停止した場合は、BaU 比 0.029%分減の試算が得られた。 
  

・ また、同様の前提で、部門別に財源効果の与える影響について試算を行ったところ、

温暖化対策に資する断熱材、省エネ機器等の材を供給する部門等については、対策

の実施により、活動水準がBaUケースと比べて拡大するとの試算が得られた。 
 
・環境税の税収が、トップランナー型の環境によい機器等に対する追加的な支援とし

て使われた場合は、経済モデルで予め予測することは困難ではあるものの、新しい

需要創出が行われ、環境産業やエネルギー効率的なものを製造する産業に対して、

非常に大きな刺激を与える。新しい産業が育つことで逆にGDPが上昇する、新しい

雇用が生まれることも大いに考えられる。 
 
：炭素リーケージ 
 

・一般に炭素リーケージは、国内のエネルギー価格が上昇することにより、相対的に

エネルギー価格の安い海外へ生産拠点が移転したり、または、国内製品の価格が海

外製品の価格より割高になって海外製品の需要が高まり、海外での生産量が増大し、

そこでの CO２排出量が増加することをいう。環境税の課税による炭素リーケージの

国民経済や産業の国際競争力に与える影響は小さいが、税制の設計の仕方によって、

経済への影響をさらに緩和することができる。 
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指摘もあるが、海外への生産移転に関しては、海外移転は、為替レート、賃金、市

場近接性その他様々な要因に依存し、とりわけ、これまでの海外直接投資動向を見

ると、労働コスト要因が大きい。このため、課税によるエネルギーコストの上昇だ

けによって、立地という重要な企業行動に大きな影響が生じるとは考えにくい。事

実、我が国の企業は、環境規制が厳しく、エネルギーコスト等の極めて高い欧州等

にも進出、立地している一方、発展途上国等にも既に大規模に進出している。 
 
・IPCC第四次報告書において、いわゆる炭素リーケージ率（京都議定書削減目標を持

たない国の排出量増加分を、削減目標を持つ国の排出量減量分で除した率。仮に削

減目標を持つ国で1,000万CO２トン削減されたものの、削減目標を持たない国で200
万CO２トン増加した場合、20％となる。）について、不確定な幅として５％から15％
又は６％から17％に過ぎないと紹介されている。すなわち、全世界を通じて見れば、

先進国のみによる対策であっても、世界全体の排出量は有意に削減される。さらに

同報告書によれば、炭素リーケージは先進国による途上国向けの技術移転を促し、

途上国の排出削減に寄与する側面があり、このようなリーケージの有益な効果は、

エネルギー多消費型産業において特に重要であるとも指摘されている。 
 
・また、経済発展と排出効率の関係について、先進国では１人当たりGDPが大きくな

ると、排出効率が緩やかに改善しており、発展途上国においても、昨今かなり顕著

に排出効率が改善してきている。貿易を通じた産業の垂直分業が環境対策によって

加速化される結果、途上国の環境パフォーマンスが急速に改善されていく事実にも

留意が必要である。 
 
・なお、炭素リーケージについては、環境税にのみ伴う固有の現象ではないことにも

留意が必要である。また、わが国は、新興国や途上国にも温室効果ガスの排出削減

に向けて応分の負担を果たすべきと主張しているところであり、それが実現すれば、

炭素リーケージの可能性はさらに小さくなると考えられる。 
 

○ 軽減方策 
（諸外国における軽減措置等） 

 
：諸外国の例 
 
・諸外国における軽減措置は、各国の実情に応じて、産業政策やエネルギー政策等様々

な理由で講じられている。例として、イギリス、オランダ及びデンマークでは、大

口排出者について、例えば CO２削減目標等に係る協定を企業が政府と締結し、削減

の実効性が担保されれば、それとのバランスで、環境税を軽減又は免税している。 
 
・鉄鋼業等エネルギー多消費産業では影響が大きい場合もあることから、必要な軽減

措置を個々に講じるべきである。 

既に環境税を先行導入している諸外国でも軽減措置に工夫が見られる。環境税の経済

影響を緩和することは可能。我が国の実情に合った軽減方策について検討が必要。 
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：特に家計への影響 
 
 ・課税により低所得世帯に生じる負担は、炭素トン当たり2,400円程度の低率の環境税

の場合、例えば、収入に占める光熱費とガソリン代の割合が、課税前の9.3%から、

課税後に9.5%となり、0.2％増加（月額換算約177円）すると推計された。 
 
・課税による逆進性の問題について、税で軽減等可能な範囲で逆進性の緩和に配慮し

た上で、さらに、必要に応じて他の対策を含め政策全体での配慮を考えるのが適切

である。 
 
 

４．既存エネルギー関係諸税との関係 

 
○ いわゆる炭素税（環境新税）と既存エネルギー関係諸税との関係 

 
・環境税については、租税として具備すべき公平な負担、安定した税収等の側面と、

炭素に価格をつけるという政策手段としての側面の両方が重要である。低炭素化促

進の観点から、政策手段として、税制を用いて炭素に価格をつけるという考え方の

重要性について、正当性が認められてきていると考えられる。 
 
・理念型としてはピュアな炭素税（炭素含有量に比例した税率の税）がベストである

ことを共有する必要がある。既存税の税率の上げ下げだけでは、メッセージとして

明確ではなく、さらに、アナウンスメント効果も期待すれば、炭素税が最も効果的

である。 
 
・炭素税の具体化への道筋を考えていく中で、現実に炭素税をすぐに導入することが

難しいのであれば、既存税をどうリフォームしてそういう理念型に近づけていくか、

という問題意識から様々なオプションについても幅広く議論していく必要がある。 
 
・つまり、税制のグリーン化の観点から、既存エネルギー諸税を活かしながら、これ

に環境税制（炭素税の導入又は既存エネルギー諸税を活用した税率の変更）を加え

た合計の税率を、炭素含有量に応じた税率体系の純粋炭素税に近づけるアプローチ

も考えられる。例えば、まず、道路特定財源制度の廃止の際には、環境配慮を前提

として、暫定税率を含めた税率体系を維持する。次いで、その上で、諸外国におけ

る取組を踏まえ、石油石炭税等も含めた既存エネルギー諸税全体のグリーン化につ

いて検討し、排出量取引制度や協定などの他の政策手段と組み合わせて、環境税制

を導入し、全体として炭素含有量に応じた体系へと作り上げていくことも一案であ

る。 
 

炭素に価格をつける炭素税という考え方が重要。炭素税への道筋は様々考えられる。
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○ 道路特定財源とされてきた税の温暖化対策としての役割・効果 
 

既存の道路特定財源を環境関連税制として見た場合、環境保全の観点からは、少な

くとも現行の税率水準を維持することが極めて重要である。 

  
・暫定税率を含めたガソリンなどの税率の在り方については、本年５月13日に閣議決

定された「道路特定財源等に関する基本方針」に基づき、ガソリンなどに課税する

ことでCO２の排出を抑制し、地球温暖化対策に取り組んでいる国際的な動向等を踏

まえて、今年の税制抜本改革時に検討することとされている。この方針を踏まえれ

ば、暫定税率の水準を引き下げるべきではない。 
 
・揮発油税、地方道路税、軽油引取税の税率が下がればガソリン・軽油の消費を刺激

することになるため、温室効果ガスや汚染物質の排出抑制という揮発油税、地方道

路税、軽油引取税の持つ効果は弱くなる。 
 
・2009年から揮発油税、地方道路税及び軽油引取税の暫定税率を廃止した場合、2009

年から第一約束期間終了時の2012年までの平均で、年間約720万トンの排出量が増

加するとの試算が得られた。 
 
・道路特定財源を一般財源化するに当たっては、環境への配慮からして、暫定税率を

維持することの重要性について納税者の納得を得ることが必要であり、その際、諸

外国との比較をすることは有意義である。現行のガソリン等の税率を下げるという

ことは欧州ではほとんど行われておらず、むしろ、温暖化対策等を理由に税率を上

げてきている。 
 
・今般、我が国においては、道路特定財源が一般財源化される。この時に際して、暫

定税率を維持するに当たって、今後の暫定税率の課税根拠の説明に際し、地球温暖

化対策の観点から、暫定税率を維持するということで、環境保全に軸足を移すとい

うことを納税者に訴えていくことが望ましい。 
 
・なお、今のまま暫定税率を維持するにしても、道路関連環境税制として整理すべき

ではないか。欧州では、既存エネルギー諸税を、炭素税率の視点では不均一に課し

ながら、名前を二酸化炭素税、気候変動税等としている例がある。今後の暫定税率

を維持するということについても、環境に資する目的で課税したということを明確

に示す工夫として、税制の名称上の工夫や、理由付けにおける工夫などが考えられ

るのではないか。 
 
・さらに、道路特定財源が一般財源化されると、揮発油税等の税収の使途には、これ

までの道路建設だけではなく、当然ながら、環境保全も含まれ得ることとなる。自

動車走行に伴う広い意味での環境損害をなくす、あるいは減少させていくような用

途、例えば、人と車と自然が共生しうる環境都市づくり、緑豊かな地域づくりなど

にも広く支出されることになるということを、納税者に積極的に説明することも、

課税の正当性を説明する１つの根拠になり得るのではないか。 
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○ その他既存エネルギー関係諸税の温暖化対策としての役割・効果 
 

既存エネルギー税制をさらに一段と環境配慮したものとしていく（グリーン化を図

る）ことも考えられる。 
 
・既存エネルギー関係諸税には、CO２排出抑制効果という一種の次善の環境税という

性質があるという点が重要であり、これを温暖化防止、低炭素化に寄与する方向に

改革していくことも極めて有効である。 
 
・既存エネルギー関係諸税を環境に配慮したものに転換し、エネルギー税の構造を再

構築していくことは、自然な流れである。エネルギー・環境対策の観点から、国の

かたちとして、どういう姿を目指すのか、といった理念を掲げながら、その転換を

図っていくべきである。 
 
 ・また、揮発油税等の暫定税率の水準維持については、公平の観点からすると、なぜ

ガソリン等の消費者だけが環境に対してこのまま負担し続けなければならないのか、

納税者の疑問を呼ぶ可能性がある。納税者の一層の納得や公平という観点から、同

じくエネルギー課税として重要な石油石炭税についても、議論せざるを得ないので

はないか。 
 
・なお、この石油石炭税は、上流ですべての化石燃料に課税されているという点で注

目すべきである。この税率を仮に CO２排出量基準に組み替えれば、相当に高い CO
２の排出削減効果が得られると考えられる。併行して、電気に課税する電源開発促

進税について、風力や太陽光、原子力といった低炭素の電源への税負担を相対的に

低くすることも視野に、電源立地促進に必要な税収に見合う税率へと下げることや、

もともとの課税目的を基礎に置きつつ、地球温暖化防止を新たな目的に加えて使途

を拡張していくこと、さらには、制度的には一般財源化しつつも環境への使途に優

先的に配慮すること、といった様々なオプションも考えられるとの指摘があった。 
 
・平成15年度の税制改正において、石油税から石油石炭税へと改正した際には、電源

開発促進税の減税とセットで、エネルギー関係諸税の中でグリーン化を行った例も

ある。今後、改革対象の税目、税収の使途も含めて見直す範囲を広げるということ

になれば、今後さらにグリーン税制改革を一層進めていくに当たっての選択肢は拡

大するのではないか。 
 
 

５．諸外国における取組の現状 

 
○ 諸外国における「炭素税」導入や「既存エネルギー税制の活用」（例えばガソリン

課税による CO２排出抑制への取組み）といった環境問題への国際的な取組の現状 
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既存税制の税率への炭素比例の税率上乗せの例や、炭素比例ではないが既存税制で

カバーしてない対象に新税を導入している例など、諸外国の環境税導入のパターン

はいくつかあり、それらを踏まえて、我が国にふさわしい環境税導入の道筋を具体

化するべきである。 
  

・諸外国における環境税のパターンは大きく三つある。１つは、フィンランドのパタ

ーンであり、液体燃料税の内数として、基本税、付加税、戦略備蓄料があり、１つ

の税の中で、税率の算定に当たって、基本税の税率に加え、炭素比例のCO２排出量

１トン当たりの税率を用いている。次に、デンマークのパターンがあり、既存税制

とは別に新税としてCO２税を課し、既存税制の徴税システムをそのまま活用して、

炭素比例の税率を上乗せして課税している。もう１つのパターンは、イギリスのパ

ターンであり、既存税制がカバーしていなかった課税対象に対し、炭素比例ではな

いが新税を導入している。なお、それぞれの国で、燃料種間の税率を、炭素税率に

換算した税率で比較すると、不均一になっているものの、同じ燃料種に関して、各

国の税率を比べると、大幅な開きはないことが明らかであり、総じて見ると、我が

国の倍程度若しくはそれ以上の水準となっている。これらの例を踏まえて、我が国

にふさわしい環境税の具体化を図るべきである。 
 
・EUは知恵を活かした制度設計をしており、「エネルギー製品と電力に対する課税に

関する枠組みEC指令」（2003年10月公布。2004年１月発効）において最低税率が決

められ、EU諸国で共有されている。既存の化石燃料諸税をベースにしながら、税率

を上げたり、課税対象を増やす努力をしている。我が国でも、そういう方向でのグ

リーン化を図るべきであり、その一環として、環境税を具体化していくことも大い

に考えられる。 
 
・なお、各国の温暖化対策のための税制の税収については、基本的には法律上、具体

的な使途は特定していないという意味において、一般財源である。その中で、その

時々の必要な予算措置として、国民保険の軽減や年金保険料の軽減、場合によって

は環境対策の支援等に活用している。例えばドイツでは、環境税制改革として鉱油

税の税率を上げたが、それ以前、その税収は一般財源かつ一部道路関連の支出に充

てることとされていたが、改正後においても、基本的に変わっていない。こうした

柔軟な取組も参考の上、制度設計すべきである。 
 
・北欧では、公平性、効率性を重視し、炭素含有量に基づく税が一部導入されている

（例えば、フィンランド・デンマークでは、それぞれCO２排出量１トン当たり3,220
円・1,984円の炭素含有量比例の税率）。こうした中、フィンランドの天然ガスにつ

いては、政策的に税率を半減している。天然ガスについては、石炭に比べて環境負

荷が低く、同じ熱量を得るのに石炭と原油と天然ガスのCO２の排出量は、10：7.5：
5.5となっている。我が国の石油石炭税について、CO２排出量１トン当たりの税率で

みると、例えば石炭・天然ガス・重油・ガソリン換算で、291円・400円・753円・

879円とバラツキがあるが、化石燃料間の選択を政策的に誘導するために、不均一

な税率を活用するという取組についても、参考とすべきである。 
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・GDP に占める環境関連税制の税収の割合について、日本では OECD 平均よりも低

い。こうした中で環境関連税制の税収を下げる、つまり税率を下げるということは

取るべき政策ではない、といったことは、忘れてはならない視点である。 
 
○ 諸外国における環境税制の効果 
 

イギリス、ドイツ、デンマーク等において、環境対策の役割も果たす税制について

削減効果があったと指摘されている。 

  
・例えばイギリスにおいては、ケンブリッジ・エコノメトリクスが、炭化水素油税の

増税（1993年～99年）や気候変動税の導入（2001年）について、CO２排出量削減

効果を試算している。具体的には、炭化水素油税の増税により、2010年で、3.7～
9.2百万CO２トンが削減（2001年試算）、気候変動税の導入により、2010年で12.8
百万CO２トンが削減（2005年試算）とされている。 

 
・また、イギリスは、必ずしも高額ではない環境税（気候変動税）、排出量取引制度、

協定（気候変動協定）、補助金があり、非常にきれいなポリシーミックスを作ってい

て、全体として見ると、経済に対する影響等を抑えた上で、多くの経済主体に炭素

の価格が将来上がることを示し、投資判断に影響を与える効果を挙げている。こう

した取組も参考の上、制度設計すべきである。 
 
 

６．関連する個別のグリーン税制も含めた全体的な在り方 

 
○ 関連する個別のグリーン税制（例えば、自動車、住宅等に係る排出抑制インセンテ

ィブとしての税制）も含めた全体的な在り方 
 

環境税を含めて、税制全体のグリーン化を図っていくことが今後の大きな方向で

ある。 
  
・環境税の税収の使途が一般財源となる場合でも、使途として温暖化対策のための設

備投資促進とするほか、自動車税のグリーン化を始めとした個別税制のグリーン化

等他の様々な対策を盛り込んで、より低い税率であっても、経済影響を緩和しつつ、

効果を確実に上げる仕組みも考えるべきである。 
 
・増税でいくのか、税収中立でいくのかといった選択も共に可能であり、意識して設

計を行うことが望まれる。また、税制全体の構造として議論することも必要である。

環境税を導入して、他の税のグリーン化に伴う減税等に充てることもあり得る。グ

ローバル化や様々な格差是正の中で、また、国・地方の役割分担を一層適切にして

いく中で、グリーン税制をどのように位置づけるのかについての検討も必要である。

どういう理念型で21世紀の我が国の税制の姿を作っていくのかといった時に、地球

環境を利用し、消費する行為に税負担を求める方向、すなわち、環境税を含めて、
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税制全体をグリーン化していくということは、非常に重要な方向性を示すものであ

る。 
 
・我が国の社会経済の持続可能性（サステナビリティ）を考える場合、これからは、

税制においても、その在り方として、経済成長、社会保障といった種々の課題への

対応に併せて、環境の視点を組み込んでいくことが不可欠である。20年後の世界の

税制を見通せば、環境関連税制は何らかの形で、税体系全体の中で存在感のあるも

のになっていることは間違いなかろう。こうした展望に立って環境税を含め、税制

全体のグリーン化について、検討の上、積極的な具体化を図っていくべきである。 
 


